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課室名:課室名:資源循環推進課

内線:内線:3104

事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

昭和54年度～
平成27年度

会計 款 項 目

一般会
計

環境費総務費 廃棄物対策費

説明事業

広域廃棄物処理推進費

戦略項目

担当名:担当名:資源循環工場整備担当

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

埼玉県環境整備センター手数料に関する条例 040302　資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進

予算額

決定額 1,336,2731,336,273

前年額 753,312753,312

227,047227,047

204,153204,153

4,2344,234

4,4964,496

583,346583,346

580,348580,348

654,000654,000

57,00057,000

△132,354△132,354

△92,685△92,685

582,961582,961

使用料
前年との

及び手数料
対比

財　　源　　内　　訳

財産収入 諸収入 県債
一般財源

番号

環境整備センター埋立事業費

１　事業の概要

 廃棄物最終処分場の確保が困難な市町村、中小企業等

の適正な処理を確保するため、寄居町に県営最終処分場

を整備・運営する。

（１）　建設費　　　　　　　　　171,177千円

（２）　埋立費　　　　　　　　　 98,683千円

（３）　地元対策費　　　　　　　109,940千円

（４）　3系水処理施設増設費　　 696,860千円

（６）　受入体制整備費　　 　　　15,057千円

（７）　事務所運営費　　　　 　　37,417千円

（８）　イメージアップ推進費  　　4,362千円

２　事業主体及び負担区分

（県10/10）

３　地方財政措置の状況

普通交付税（単位費用）

（区分）衛生費　（細目）生活衛生指導費

（細節）廃棄物処理対策費

（積算内容）廃棄物処理対策に関する事務

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

平成26年度 9,500千円×7.6人＝72,200千円

昨年度から変更なし

５　事業説明
（１）事業内容
　　　ア 建設費　　　　　　　　    　　　　    　      　171,177千円
　　　　　 埋立施設、環境整備センター場内等の整備に要する経費。場内の修繕や雑草刈払、植栽管理等を行う。
　　　イ 埋立費　　　　　　　　    　　　　　             98,683千円
　　　　　 廃棄物の埋立業務等に要する経費。埋立業務の委託を行い市町村等の廃棄物を受け入れる。
　　　ウ 地元対策費  　　　　　    　　　　　            109,940千円
　　　 　　周辺整備及び地元対策に係る経費を寄居町及び小川町に交付する。
　　　   　　・ 埋立事業に係る交付金　　     寄居町　  1億円
　　　   　　・ 地元対策費　　　　　　　     寄居町　969万円、小川町　25万円
　　　エ 3系水処理施設増設費　　　　　　　　　　　　　　 696,860千円
　　　　　 浸出水の処理能力を増強するため3系水処理施設を増設する。平成26年度から27年度まで2か年の継続費を
　　　　 設定する。
　　　オ 水処理施設管理費　　                            202,777千円
　　　　　 埋立跡地から排出される浸出水を適切に処理する処理施設の維持管理等を行う。平成26年度は、資源循環工
　　　　 場のⅡ期工事の完成を見据え、浸出水処理施設（第3系）増設の工事を行う。

　　　     受入に伴う廃棄物の検査や手数料の収納を行うシステムの維持管理等を行う。

（３）事業効果

　    カ 受入体制整備費　　　　　　                       15,057千円

　    キ 事務所運営費　　　　　　　                       37,417千円
　　　     環境整備センター事務所の維持管理（光熱水費等）に係る経費。
　    ク イメージアップ推進費              　　　    　    4,362千円
　　　     視察者用場内案内バスの運営に係る経費。（H24視察実績：5,433人）

（２）事業計画（平成28年3月31日まで）
　　　県と寄居町、小川町で締結した「埼玉県環境整備センター公害防止協定」に基づき廃棄物の埋立を実施する。

(単位：千円)

（５）　水処理施設管理費　　　　202,777千円

　　　内陸県である本県では市町村等が独自に処分場を確保することは困難である。全国初の県営広域処分場を設置し
    運営することは市町村等の廃棄物の適正処理に大きな役割を果たしている。

分野施策


